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第１章 計画の概要 

１．計画策定の趣旨                         

わが国の出生数は年々減少しており、少子化は急速に進行しています。核家

族化や高齢化の進行、就労・雇用形態の変化等により家族や地域、子どもや子

育てを取り巻く環境は変化し続けています。   

国では、少子化対策として平成 15年に制定された「次世代育成支援対策推進

法」に基づき、総合的な取り組みを進めてきましたが、子ども・子育てを取り

巻く社会情勢の変化を受け、平成 24年８月に「子ども・子育て関連３法」

（「子ども・子育て支援法」「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的

な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律」「子ども・子育て支援法及

び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の

一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」）が成立

し、平成 27年度から施行されました。新制度のもとでは、「子どもの最善の利

益」が実現される社会を目指して、幼児期の教育・保育の一体的な提供、保育

の量的拡充、家庭における養育支援等の総合的な推進が行なわれています。  

また、令和元年 10月からは、保護者の負担軽減を図ることですべての子ども

達に質の高い教育の機会を保障し、生涯にわたる人格形成の基礎を培うことを

目的に幼児教育・保育の無償化が始まりました。  

加えて、令和５年には、「こども基本法」が施行されるとともに関連政策に

ついて諸官庁の取り組みを含めて統括する「こども家庭庁」が創設され、令和

６年に児童福祉法が改正されたことで、子育てに困難を抱える世帯への包括

的、一元的な支援のための推進体制がより強化されています。  

本村では、平成 27年度から令和元年度を第１期、令和２年度から令和６年度

を第２期とした「木島平村子ども・子育て支援事業計画」を策定し、子ども・

子育て支援に関する施策を推進してきました。引き続き、子どもの健やかな育

ちと子育てを社会全体で支援する環境整備を推進するため、これまでの第２期

計画を検証し、見直しを行なうとともに、子ども・子育てを取り巻く変化に対

応した「第３期木島平村子ども・子育て支援事業計画」を策定します。  

 

 

 

 

  



2 

 

２．計画の位置づけ                      

本計画は、子ども・子育て支援法第 61条に基づく「市町村子ども・子育て支

援事業計画」に位置づけます。  

また次世代育成支援対策推進法第 8条に基づく市町村行動計画を包含します。  

本計画は、本村の最上位計画である「木島平村第７次総合振興計画」の方向

性を踏まえるとともに、木島平村教育大綱その他個別計画及び長野県の関連計

画との整合性を図るものとします。  

 

 

 

３．計画の期間                       

 本計画の期間は、令和７年度から令和 11年度までの５年間とします。ただ

し、計画内容と実際の状況に乖離が生じた場合、社会情勢や国の方向性等に変

化が生じた場合については、計画期間内においても随時見直しを行なうものと

します。  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 

 

 

 

 

見直し  

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

見直し  

 

子ども・子育て支援法（抜粋）   

（市町村子ども・子育て支援事業計画）   

第 61 条  市町村は、基本指針に即して、５年を一期とする教育・保育及び地域

子ども・子育て支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円

滑な実施に関する計画（以下「市町村子ども・子育て支援事業計画」という。）

を定めるものとする。  

次世代育成支援対策推進法（抜粋）   

（市町村行動計画）   

第８条  市町村は、行動計画策定指針に即して、５年ごとに、当該市町村の事

務及び事業に関し、５年を一期として、地域における子育て支援、母性並び

に乳児及び幼児の健康の確保及び増進、子どもの心身の健やかな成長に質

する教育環境の整備、子どもを育成する家庭に適した良質な住宅及び良好

な居住環境の確保、職業生活と家庭生活の両立の推進その他の次世代育成

支援対策の実施に関する計画（以下「市町村行動計画」という。）を策定す

ることができる。  

木島平村

子ども・  

子育て支援  

事業計画  
第３期木島平村子ども・子育て支援事業計画  

次期計画  
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４．第２期計画（令和２年度～６年度）の主な取組実績                       

（１）教育・保育サービス  

【１号認定】  

区分  

令和２年度  令和３年度  令和４年度  令和５年度  令和６年度  

計画  実績  計画  実績  計画  実績  計画  実績  計画  実績  

１号認定  1 1 1 0 1 1 1 1 1 0 

２号認定  103 107 86 90 71 83 62 68 60 70 

３号認定 (０歳児) 6 6 6 13 6 11 6 1 6 7 

３号認定（ 1.2 歳児）  26 25 25 38 24 36 24 34 24 33 

（２）放課後児童クラブ  

区分  
令和２年度  令和３年度  令和４年度  令和５年度  令和６年度  

計画  実績  計画  実績  計画  実績  計画  実績  計画  実績  

量の見込み  90 76 90 65 94 69 89 87 83 71 

（３）延長保育事業  

区分  
令和２年度  令和３年度  令和４年度  令和５年度  令和６年度  

計画  実績  計画  実績  計画  実績  計画  実績  計画  実績  

量の見込み  15 49 15 33 15 35 15 20 15 31 

（４）乳児家庭全戸訪問  

区分  
令和２年度  令和３年度  令和４年度  令和５年度  令和６年度  

計画  実績  計画  実績  計画  実績  計画  実績  計画  実績  

量の見込み  20 20 20 22 20 15 20 11 20 （ 6）  

（５）一時預かり事業（幼稚園型を除く）  

区分  
令和２年度  令和３年度  令和４年度  令和５年度  令和６年度  

計画  実績  計画  実績  計画  実績  計画  実績  計画  実績  

量の見込み  40 33 40 15 40 13 40 22 40 7 

（６）病後児保育  

区分  
令和２年度  令和３年度  令和４年度  令和５年度  令和６年度  

計画  実績  計画  実績  計画  実績  計画  実績  計画  実績  

量の見込み  5 1 5 5 5 1 5 8 5 2 

（６）地域子育て支援拠点事業（子育て支援室）  

区分  
令和２年度  令和３年度  令和４年度  令和５年度  令和６年度  

計画  実績  計画  実績  計画  実績  計画  実績  計画  実績  

量の見込み  700 655 700 685 700 775 700 530 700 (490) 

(人 )  

Oh

ito  

 

(人 )  

Oh

ito  

 

(人 )  

Oh

ito  

 

(人 )  

Oh

ito  

 

(人 )  

Oh

ito  

 

(人 )  

Oh

ito  

 

(組 )  

Ohi

to  
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第２章 子どもを取り巻く現状と課題 

１．統計からみる本村の現状                      

（１）人口の推移  

 本村の人口は、年々減少しており、令和２年度国勢調査では 4,322 人となって

います。今後の推計においても総人口の減少傾向が続き、令和 17 年には 3,355

人となることが見込まれています。              

            資料：～令和７年  国勢調査  
 令和 7 年～  木島平村第 7 次総合振興計画  

（２）出生数の状況  

出生数は平成 29 年度から 20 人前後に減少した後、平成 30 年以降 10 人前後

となる年もあるなど、急激な減少が見られます。 

703 616 567 512 471 408 344 
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2,733 

2,426 
2,103 1,864 1,691 1,541 
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1,590 
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２．ニーズ調査の結果概要                 

（１）調査概要  

 本計画の策定資料として、保育ニーズや子育て支援サービスの利用状況・利用

意向、また、子育て世帯の生活実態、要望・意見等を把握することを目的として、

子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査を実施しました。  

●ニーズ調査の概要  

 内  容  

調査地域  木島平村全域  

調査対象者  木島平村在住の小学校３年生以下の子どもを持つ全世帯  

（ 1 世帯に小学校３年生以下の子どもが２人以上いる場合は、

年齢の若い子どもが対象）  

調査期間  令和６年２月 13 日～令和６年２月 29 日  

調査方法  郵送または小学校・保育園を通じて配布・回収  

 

●ニーズ調査の回収結果  

調査票  配布数  有効回収数  有効回収率  

未就学児童  103 件  73 件  70.8％  

小学生  53 件  29 件  54.7％  

合計  156 件  102 件  65.3％  
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（２）結果概要  

①子育てに日常的にかかわっている人・施設  

 「父母ともに」が 80.8％と最も高く、次いで「保育所」が 82.2％、「祖父母」

が 38.4％となっています。  

 

■子育て（教育を含む）に日常的にかかわっている人・施設（複数回答）  

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②日頃子どもを見てもらえる親族・知人の有無  

  「緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」が 54.8％、

「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」とが同じ 41.1％となっています  

 

■日頃子ども見てもらえる親族・知人の有無（複数回答）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

80.8

19.2

1.4

38.4

0

82.2

6.8

0 20 40 60 80 100

父母ともに

母親

父親

祖父母

幼稚園

保育所

その他

%

38%

51%

0%

4%

8%

0% 20% 40% 60%

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる

緊急時もしくは用事の際には祖父母等の

親族にみてもらえる

日常的に子どもをみてもらえる友人・知

人がいる

緊急時もしくは用事の際には子どもをみ

てもらえる友人・知人がいる

いずれもいない

%

全体 (N=73) 

全体 (N=73) 

全体 (N=79) 
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③母親の就労状況  

  「フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない」が 47.1％

と最も高く、次いで「以前は就労していたが、現在は就労していない」が 35.3％、

「パート・アルバイトなどで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない」

が 6.9％、「パート・アルバイトなどで就労しており、産休・育休・介護休業中

である」が 5.98％となっています。  

  平成 30 年度調査と比較すると、「パート・アルバイトなどで就労しており、

産休・育休・介護休業中ではない」が 19.4％低くなった一方、「以前は就労し

ていたが、現在は就労していない」が 19.3％高くなっている。  

 

■母親の就労状況  

 ※平成 30 年度調査とは、「木島平村子ども・子育て支援計画」を策定するにあ

たり実施した、子ども・子育てに関するアンケート調査を指します。  

 

 

 

 

  

47.1

44.9

26.5

26.3

5.9

16.0 

15.7

5.1

0

4.5

0

2.8

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度調査

(N=102)

平成30年度調査

(N=156)

フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しており、産休、育休・介護休業中ではない

以前は就労していたが、現在は就労していない

フルタイムで就労しているが、育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労しているが、育休・介護休業中である

これまで就労したことがない

無回答
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④平日に定期的な保育・教育の事業の利用状況・利用希望  

 ■平日に利用している人の割合  

  「利用している」が 88.9％、「利用していない」が 11.1％となっています。  

  

 

 

 

 

 ■平日に定期的に利用している事業  

  「保育園」が 95.4％と最も高く、次いで「自治体の認証・認定保育施設」

が 3.1％となっています。  

 

 

■平日に定期的に利用を希望する事業（複数回答）  

 「保育園」が 50.8％と最も高く、次いで「幼稚園」が 9.7％となっています。  

  

 

  

95.4

1.5

3.1

0 20 40 60 80 100 120

保育園

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施設

％

令和5年度調査

(N=65)

50.8

9.7

6.5

6.5

2.4

6.5

5.6

6.5

5.5

0 20 40 60

保育園

幼稚園

ファミリーサポートセンター

事業所内保育施設

幼稚園の預かり保育

認定こども園

居宅訪問型保育

自治体の認証・認定保育施設

その他

％

全体

(N=124)

88.9

11.1

0 20 40 60 80 100

利用している

利用していない

%

全体 (N=72) 

全体 (N=72) 
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⑤子育て支援事業の利用状況・利用希望  

  子育て支援事業（親子が集まって過ごしたり、相談、情報提供などの場。村

ではおひさま保育園に隣接している子育て支援室の「おひさま広場」「おひさ

ま教室」等）の利用の有無は、保育園等へ入所していないと回答した方で「利

用している」は 44.4％、「利用していない」が 44.4％となっています。  

 

■子育て支援事業の利用状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「定期的に保育・教育事業を利用していない」と回答した方のみ  

 

■子育て支援事業の利用希望  

  保育園等へ入所していないと回答した方で、「今利用していないが今後した

い」と「新たに利用したり、利用日数を増やしたいとは思わない」が 33.3％と

最も高く、次いで「すでに利用しているが、今後利用日数を増やしたい」が

22.2％となっています。  

 

※「定期的に保育・教育事業を利用していない」と回答した方のみ   

44.4

44.4

11.2

0 10 20 30 40 50

利用している

利用していない

無回答

%

全体 (N=9) 

33.3

22.2

33.3

11.1

0 5 10 15 20 25 30 35

今利用していないが

今後したい

既に利用中だが、今

後増やしたい

新たに利用日数を増

やしたいと思わない

無回答

%

全体 (N=9) 
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⑥土曜日・休日の定期的な教育・保育事業の利用希望  

  土曜日は、「利用する必要がない」が 50.7％と最も高く、次いで「月に１～

２回利用したい」が 31.5％となっています。  

  休日は、「利用する必要がない」が 71.2％と最も高く、次いで「月に 1～ 2 回

は利用したい」が 20.5％となっています。  

 

■土曜日・休日の利用希望  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50.7

13.7

31.5

4.1

71.2

4.1

20.5

4.1

0 20 40 60 80

利用する必要はない

ほぼ毎週利用したい

月に1～2回利用したい

無回答

％

土曜日

日曜・祝日

全体 (N=73) 
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⑦病気の際の対応について  

 ■病気やけがで教育・保育事業が利用できなかったことの有無  

病気やけがで教育・保育事業が利用できなかったことの有無は、「あった」

が 84.4％、「なかった」が 12.5％となっています。  

  

■病気やけがで教育・保育事業が利用できなかった際の対処方法（複数回答） 

病気やけがで教育・保育事業が利用できなかった際の対処方法は、「母親が

休んだ」が 46.2％と最も高く、次いで「父親が休んだ」が 25.0％、「（同居者

を含む）親族・知人に子どもをみてもらった」が 17.3％となっています。  

※病気やけがで通常の事業が利用できなかったことが「あった」と回答した方のみ  

 

■病児・病後児のための保育施設等の利用希望  

「利用したいとは思わない」が 64.0、「できれば病児・病後児保育施設等を

利用したい」が 34.0％となっています。  

 

 

 

 

 

      

※病気やけがで通常の事業が利用できなかったことが「あった」と回答した方のみ  

  

84.4 12.5

3.1 

75% 80% 85% 90% 95% 100%

全体

(N=64)

あった

なかった

無回答

46.2

17.3

25

10.6

0

0

0

0

1

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

母親が休んだ

（同居者を含む）親族・知人に子どもをみてもらった

父親が休んだ

父親又は母親のうち就労していない方が子どもをみた

病児・病後児の保育を利用した

ベビーシッターを利用した

ファミリー・サポート・センターを利用した

仕方なく子どもだけで留守番させた

その他

%
全体 (N=104) 

34.0 64.0

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N=50)

できれば病児・病後児保育保育施設等を利用したい
利用したいとは思わない
無回答
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⑧一時保育等の利用希望について  

  「利用する必要はない」が 58.9％、「利用したい」が 26.0％となっています。  

 

■一時保育等の利用希望  

 

 

■利用したい目的（複数回答）  

 「冠婚葬祭、学校行事、子ども（兄弟姉妹を含む）や親の通院など」が 46.4％、

ついで「私用（買物、子ども（兄弟姉妹を含む）や親の習い事など）、リフ

レッシュ目的」が 32.1％となっています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※一時保育等を「利用したい」と回答した方のみ  

  

26.0 58.9 15.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N=73)

利用したい 利用する必要はない 無回答

32.1

46.4

17.9

3.6

0 10 20 30 40 50

私用（買物、子ども（兄弟姉妹を含む）

や親の習い事など）、リフレッシュ目的

冠婚葬祭、学校行事、子ども（兄弟姉妹

を含む）や親の通院など

不定期の就労

その他

%
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⑨小学校就学後の放課後に過ごさせたい場所について  

  低学年では「放課後児童クラブ」が 26.8％と最も高く、次いで「自宅」が

25.9％、「習い事」が 12.8％となっています。  

  高学年では「自宅」が 30.5％と最も高く、次いで「放課後児童クラブ」が

20.5％、「習い事」が 13.7％となっています。  

 

■小学校就学後の放課後に過ごさせたい場所（複数回答）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

25.9

11.7

4.0

4.0

12.8

26.8

6.0

1.7

1.7

0.3

5.1

30.5

7.4

5.1

4.3

13.7

20.5

6.0

1.7

1.7

0.3

5.1

0 20 40

自宅

祖父母宅

友人・知人

社会体育・文化クラブ

習い事

放課後児童クラブ

放課後子ども教室

ファミリーサポートセンター

障がい児支援施設

児童館・児童センター

その他

％

低学年 高学年

全体 (N=146) 
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⑩育児休業の取得状況について  

  母親では「取得した（取得中である）」が 57.5％と最も高く、次いで「働い

ていなかった」28.8％となっています。父親では「取得していない」が 83.6％

と最も高く、次いで「取得した（取得中である）」が 5.5％となっています。  

  平成 30 年度調査と比較すると「取得した（取得中である）」が、母親では

18.0％、父親では 3.7％高くなっています。  

 

■育児休暇の取得状況  

 

 

 

 

 

 

⑪子育て環境の満足度  

 ■子育て環境の満足度  

  満足度を 5 段階で表すと「３」が最も高く、次いで「４」となっています。 

  ※「無回答」を除く  

 

35.8

0

39.5

1.8

19.3

89.0 

5.5 

9.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母親

(N=109)

父親

(N=109)

働いていなかった
取得した（取得中）
取得していない
無回答

28.8

1.4

57.5

5.5

9.6

83.6 

4.1 

9.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母親

(N=73)

父親

(N=73)

働いていなかった

取得した（取得中）

取得していない

無回答

4.0 12.0 40.0 32.0 12.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学生

(N=25)

1 2 3 4 5

平成 30 年度調査  

令和 5 年度調査  
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 ⑫子育て環境に求めるもの  

   ■村の子育て環境で充実してほしい事柄（複数回答）  

    「夏の暑い時期や冬の寒い時期などに、室内で遊べる環境」が最も高く 53.0％、

次いで「子どもと一緒に楽しめるイベントの増」が 31.8％、「学校や児童クラ

ブ以外で、子どもが通え、子どもだけで過ごせる場所」が 25.8％となっていま

す。  

 

3.0

21.2

31.8

7.6

19.7

19.7

25.8

18.2

53.0

7.6

4.5

6.1

13.6

12.1

1.5

15.2

1.5

12.1

7.6

0 10 20 30 40 50 60

育児サークルなどが継続的に利用できる場所

児童館など親子が安心して集まれる

身近な場所の設置

子どもと一緒に楽しめるイベントの増

子どもについての情報が得られる場や

学べる機会

児童クラブや児童館など、放課後に子どもが

過ごせる場所の増

学校や児童クラブなどに係る費用負担の軽減

学校や児童クラブ以外で、子どもが通え、

子どもだけで過ごせる場所

安心して子どもが医療機関にかかれる体制の整備

夏の暑い時期や冬の寒い時期などに、

室内で遊べる環境

子育てや子どもの発達などについて

気軽に相談できる場所

子育てについての情報を気軽に入手できるよう

SNSなどでの発信

児童虐待やいじめ、不登校などへの対策や

支援の充実

多子世帯への支援の充実

障がいのある子どもが地域で安心して

生活できる環境や支援の整備

インクルーシブ保育や教育への充実や

村民の理解の周知

仕事と子育てが両立できるよう

働き方の改善などの広い啓発

パパ向けの育児が学べる機会

子ども自身の声を聴いてほしい

その他

%
全体（N=186）  
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３．子どもと子育て家庭を取り巻く現状と課題                     

 

（１）少子化の進行  

 本村の年少人口は年々減少し、少子化が進んでいます。今後の推計においても

乳幼児・児童数の減少が見込まれ、少子化対策は喫緊に取り組むべき課題です。 

 今後は、児童数や教育・保育ニーズに対応した、子育て支援のための環境整備

に加え、行政や関係機関、関係団体、地域等が連携し、安心して生み育てること

ができるよう、妊娠期から子育て期まで切れ目のない包括的な支援の充実を図る

必要があります。  

 

 

（２）仕事と子育ての両立  

 ニーズ調査結果では、母親の就労状況について、令和元年度調査と比較すると、

フルタイムで就労している人の割合が増加しています。ニーズ調査結果では、就

学後の放課後の過ごし方について、低学年では 25.9％を占めているものの、放

課後児童クラブの登録数は年々増加しています。これは、放課後児童クラブで放

課後を過ごすことを希望する回答が 28.2％となっていることに起因しています。 

 保護者が働きながら安心して子どもを育てることができる環境への支援とし

て、引き続き、延長保育や病後児保育、放課後児童クラブ等子どもの預かりや居

場所に関する施策の充実を図る必要があります。  

 

 

（３）成長過程に応じた子育て支援体制の充実  

 子育て中の保護者が抱えている悩みは、子どもの成長により異なり、多岐にわ

たります。ニーズ調査結果では、親族や友人・知人に相談できるとした回答が上

位を占める一方、「どこに相談してよいかわからない」「相談先がない」との回答

も 4.1％ありました。核家族化やひとり親世帯の増加による影響も今後増加する

と考えられ、保護者の孤立を防ぎ、保護者自身が悩みを抱え込むことがないよう

に、子育て世代包括支援センター及び子ども家庭支援拠点を中心に、既存の施設

や仕組みを活用しながら、身近で気軽に相談できる仕組みや、成長段階に応じた

相談体制を整備・周知し、切れ目のない子育て支援を推進していくことが必要で

す。  
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（４）地域とのかかわり  

 フルタイムで働く保護者や核家族、ひとり親世帯の増加は、保護者の精神的・

時間的な余裕の減少にも繋がっていると思われます。周囲とのかかわりは家庭内

や身近なコミュニティに偏りがちとなり、その結果、近所付き合いや地域活動へ

の参加が希薄化しています。子育て世帯の孤立化が進むことで親の育児不安も増

大することから、行政をはじめ、事業者や地域コミュニティなど様々な地域資源

との連携・協働を図りながら子育てへの理解・関心を促進し、地域全体で子ども

を見守り支える村づくりの推進が必要です。  

 

 

（５）支援が必要な子どもやその家庭への対応  

 子どもの育ちは、それぞれの個性や発達段階、その子どもを取り巻く環境など

により様々です。特に、虐待、貧困など家庭の状況によって社会的な支援の必要

性が高い子どもやその家族には、早急な対応が必要です。  

 障がいや発達が気になる子どもへは、一人ひとりの状態や特性に応じた適切な

支援が受けられるよう、行政をはじめ各関係機関が連携し一貫した途切れないサ

ポート体制が必要です。  

 また、子どもの心身に深い傷を残す児童虐待や、子どもの貧困、ヤングケアラ

ーなど子どもの権利や人権に関する課題も含め、子どもやその家庭が困難を発

信・相談できる環境や、早期に発見し必要な支援につなげるための各機関の連携、

体制づくりが必要です。  
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第３章 計画の基本的な方向性 

１．基本理念                        

木島平村の最上位計画であり、本計画と同じく令和７年度からスタートする

木島平村第７次総合振興計画の基本構想では、「安心して子育てでき、誰もが

学び続けられる（基本構想①）」を掲げています。この中で、基本目標として

「総合的な子育て環境の充実」を挙げており、めざす姿として「妊娠期前から

子育て期まで一連の環境整備により、０歳から 18 歳までの子ども及び関連す

る世帯への支援が円滑に行われ、子育て環境が充実しています。」としていま

す。具体的なところでは取り組みを５つ挙げていますが、経済的な面・健康・

環境づくり等アプローチの視点は違うものの、「切れ目のない子育て支援の充

実」であると言えます。木島平村教育大綱においてもこの構想を継承しており、

子育て・教育・文化活動や生涯学習まで幅広く方針を掲げるものとなっていま

す。  

保護者にとって妊娠期から子育て期、子どもにとって乳幼児期から青年期ま

でとライフステージが変わっても滞ることのない支援が求められています。そ

の結果、第７次総合振興計画でも重点プロジェクトとして位置付けている少子

化対策へも繋がっていくと考えます。  

そこで、第３期木島平村子ども・子育て支援事業計画では木島平村教育大綱

と足並みを揃え、基本理念を次のように定めます。  

 

 

 

  子どもたちが地域の関わりの中で豊かに育ち、一人ひとりの健やかな成長が

等しく保証されるとともに、父母をはじめとした子育てにかかわる人たちのつ

ながりが広がり、子育てや子どもの成長に喜びや生きがいを感じながら、いき

いきと子育てが営まれる村をめざし、取り組みを進めてまいります。  

 

  

安心して子育てでき、誰もが学び続けられる村 
～みんなで育む 子どもたちの未来～ 
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２．基本目標                        

 基本理念の実現に向けて第２期計画を継承し、以下の３つを基本目標としま

す。  

  

 

基本目標１ 次代を担う人づくり 

すべての子どもの健やかな育ちのために、木島平型教育を推進・充実・展開を

図ります。特に子どもたちの基礎が形づくられる就学前においては、保育サービ

スの充実と質の向上を図り、幼児期の遊び等を通じて非認知的能力が育まれるよ

う、育ちの環境を整備します。また、子どもの生きる力の育成に向けて保・小連

携のための環境等を整備します。  

 

 

基本目標２ 安心して産み育てることのできる環境づくり  

妊娠期から子育て期にわたり、親と子が健やかに過ごすことができるよう、こ

ども家庭センターを設置し、関連機関が適切に連携をしながら切れ目ない支援と

相談体制の充実を図ります。  

また、障がい、疾病、虐待、貧困、家庭の状況等により社会的な支援の必要性

が高い子どもを含め、すべての子どもと子育て家庭が安心できる環境の中で健や

かに育つことができるよう支援を行ないます。  

 

 

基本目標３ 村全体で子どもや子育て家庭を支える地域づくり  

保護者が社会から孤立せず、子育て世帯が安心して産み育てられる環境を目指

し、地域全体ですべての子どもの健やかな成長を見守り、支援していくことが重

要となります。子育てに関する講座や情報発信などを積極的に行い、子育てへの

理解・関心を促進します。また、村の自然環境を活かしながら、多世代交流など

を通して子どもと地域・子育て家庭と地域がつながる機会を積極的に作り関係性

を豊かに広げる施策を推進します。  
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３．教育・保育提供区域                        

 子ども・子育て支援法では、子ども・子育て支援事業計画の策定にあたり、教

育・保育と地域子ども・子育て支援事業を提供する区域を定め、当該区域ごとに

「量の見込み」や「確保方策」を定めることとしています。  

木島平村では、前回計画に引き続き、村全体で子育て支援体制づくりを進めて

いくこととし、村全体を１つの区域とします。  

 

 

 

４．施策体系                        

基本

理念 
基本目標  基本施策  

安
心
し
て
子
育
て
で
き
、
誰
も
が
学
び
続
け
ら
れ
る
村 

～
み
ん
な
で
育
む 

子
ど
も
た
ち
の
未
来
～ 

１ 次代を  

担う  

人づくり  

(1) 地域教材を取り入れた保育活動の推進  

(2) 保・小で連携した幼児教育の推進  

(3) 保育園の預かり機能の向上  

２ 安心して  

産み育てる  

ことのできる

環境づくり  

(1) 安全な妊娠・出産への支援  

(2) 乳幼児期から思春期までの子育て支援の充

実 

(3) 社会的支援を必要とする子どもと家庭への

支援の充実  

３ 地域全体

で子育てを  

支援する  

社会づくり  

(1) 子育て家庭を支援するための拠点づくり  

(2) 子どもの安心・安全の確保  

(3) 多世代交流の推進  

 

 

 



21 

 

第４章 事業計画 

１．次代を担う人づくり                   

（１）地域教材を取り入れた保育活動の推進  

 次代を担う子どもたちの健やかな成長のためには、「ふるさと木島平」の自然

や産業、歴史、伝統文化の学習を通じて、地域の価値を再認識すること、ふるさ

とに愛情と誇りを持てる教育活動の充実を図るため、村内の人材活用などの積極

的な推進を図ることのそれぞれが必要となります。  

地域に根差した信州やまほいく（信州型自然保育）の推進により、木島平村の

豊かな自然環境・豊かな地域資源を通じ、地域の人材を活用し、多様な体験活動

を取り入れた保育を実施します。  

このことを通じて、子どもたちの自己肯定感を高め、子どもたちの能力をさら

に伸ばしていくことに繋げます。   

 

（２）保・小で連携した幼児教育の推進  

保育園では、小学校以降の学びにつながる探求心や好奇心、聴く力や協調性を

養うため、遊びを中心とした幼児教育の推進を図ります。  

また小学校入学の際には、子どもたちは新たな生活様式・ルール・友達関係・

学習の増加といったこれまに経験のないことが一挙に押し寄せるため、保育園と

小学校が連携して、子どもたちが安心してこれらを解決できるような体制づくり

に努めます。  

さらに前述の地域教材を取り入れた保育活動の推進とも関連して、保育の質の

向上が欠かせません。そのために外部の保育園や幼稚園から新たな視線を取り入

れたり、既存の取組みを見直したりすることに繋げられるように保育士の研修を

行います。  

 

（３）保育園の預かり機能の向上  

 少子化や女性の社会進出に伴う共働き家庭の増加等の理由から、木島平村に

おいては、保育園入所児童が低年齢化しており、一方で保育園に入所していない

児童においても保護者の就労・疾病等の理由から一時的に保育園に預けたいとい

う需要も引き続きある状況です。  

また、令和８年度には普段保育園に通っていない子どもたちの集団生活の機会

を通じた子どもの成長を促すための制度である「誰でも通園制度」が開始されま

す。  

保育園においては従来に無い需要・制度に対応するために預かり機能の向上が

求められます。   
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①幼児期の教育・保育の提供体制の確保       担当：子育て支援係  

  安心して子どもを預けることができる環境を整えるため、教育・保育ニーズ

の適切な把握に努めます。  

◆認定区分と利用できる施設  

区分  内容  利用施設  

1 号認定  ３～５歳の学校教育のみ（保育を必要としない）の児童 幼稚園ほか  

2 号認定  
３～５歳の保育を必要とする児童 保育園ほか  

３～５歳の保育を必要とする児童（幼稚園の利用希望あり） 幼稚園ほか  

3 号認定  ０～２歳の保育を必要とする児童 保育園ほか  

◆量の見込み  

【 1 号認定】（ 3 歳～ 5 歳  教育のみ）  

 令和７年  令和８年  令和９年  令和 10 年  令和 11 年  

①量の見込み  １  １  １  １  １  

②確保数  
幼稚園・  

認定こども園 
１  １  １  １  1 

②－①  ０  ０  ０  ０  ０  

 

【 2 号認定】（ 3 歳～ 5 歳  保育の必要性あり）  

 令和７年  令和８年  令和９年  令和 10 年  令和 11 年  

①量の見込み  ６４  ５７  ４６  ３２  ２４  

②確保数  
保育所・  

認定こども園 
６４  ５７  ４６  ３２  ２４  

②－①  ０  ０  ０  ０  ０  

 

【 3 号認定】（ 0 歳～ 2 歳  保育の必要性あり）  

0 歳児  令和７年  令和８年  令和９年  令和 10 年  令和 11 年  

①量の見込み  ５  ５  ５  ４  ４  

②確保数  
保育所・  

認定こども園 
５  ５  ５  ４  ４  

②－①  ０  ０  ０  ０  ０  

 

1.2 歳児  令和７年  令和８年  令和９年  令和 10 年  令和 11 年  

①量の見込み  １８  １３  １０  １０  ８  

②確保数  
保育所・  

認定こども園 
１８  １３  １０  １０  ８  

②－①  ０  ０  ０  ０  ０  
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②多様な保育サービスの充実             担当：子育て支援係  

 保護者の就労形態等の多様化に対応できるよう、延長保育事業や病後児保育事

業等の保育サービス等の充実を図ります。  

ア．時間外保育事業（延長保育）  

＜事業の概要＞  

保育園の通常保育の前後の時間に延長して保育を行う事業です。  

標準時間認定の場合は 11 時間保育（ 7:30～ 18:30）、短時間認定の場合は８

時間保育（ 8:30～ 16:30）の前後（ 7:30～ 19:00）で延長して保育を行います。 

＜量の見込み及び確保数＞  

月間利用者数  令和７年  令和８年  令和９年  令和 10 年  令和 11 年  

量の見込み（人）  ２１  １８  １５  １１  ９  

確保数（人）  ２１  １８  １５  １１  ９  

イ．病後児保育事業                  

＜事業の概要＞  

 病気の回復期にあり、集団保育が適当でない児童の保育が、保護者の仕事の

都合や出産、冠婚葬祭など社会的にやむを得ない事情により、家庭での保育が

困難な場合に一時的に保育する事業です。  

＜量の見込み及び確保数＞  

年間利用者数  令和７年  令和８年  令和９年  令和 10 年  令和 11 年  

量の見込み（人）  ５  ５  ５  ４  ４  

確保数（人） ５  ５  ５  ４  ４  

確保数（施設） １  １  １  １  １  

ウ．一時預かり事業（一時保育）             

＜事業の概要＞  

 保育園に入園していない児童を対象に、保護者の疾病や冠婚葬祭等で家庭で

の保育が困難な場合、一時的に保育園で預かる事業で、月１２日まで利用でき

ます。またこれに加えて、月４日まで理由を問わずに一時的に保育園で預かる

事業である「リフレッシュ保育」も利用できます。  

＜量の見込み及び確保数＞  

年間利用者数  令和７年  令和８年  令和９年  令和 10 年  令和 11 年  

量の見込み（人） ２０  １８  １６  １４  １４  

確保数（人） ２０  １８  １６  １４  １４  
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エ．乳児等通園支援事業（通称“こども誰でも通園制度”）                   

＜事業の概要＞  

 こども誰でも通園制度は、保育所等に通っていないお子さんが、保護者の就

労要件や理由を問わず、時間単位で月 10 時間まで保育所等を利用することが

できる制度で、令和８年度からスタートします。  

＜量の見込み及び確保数＞  

年間利用者数  令和８年  令和９年  令和 10 年  令和 11 年  

量の見込み（実人数） ５  ５  ５  ５  

確保数（人） ５  ５  ５  ５  

 

２．安心して産み育てることのできる環境づくり         

（１）安全な妊娠・出産への支援  

➀妊婦健康診査・産婦健康診査           担当：健康福祉係  

＜事業の概要＞  

すべての妊婦が安心して安全に出産できるよう妊娠中の母親の健康状態や

胎児の発育状態等を定期的に確認するため、妊娠中に受診する妊婦健診にかか

る費用を公費負担します。  

 また、出産後間もない産婦に対する健康診査（母体の身体的機能の回復、授

乳状況や精神状態の把握等）を行い、母体の健康や産後うつ予防、新生児への

虐待予防等を図るために受診する産婦健康診査にかかる費用を助成します。  

  

（２）乳幼児期から思春期までの子育て支援の充実  

➀乳児家庭全戸訪問事業              担当：健康福祉係  

＜事業の概要＞  

母子保健事業として保健師が家庭を訪問し、乳児や妊産婦の健康管理や育児

相談等を行ないます。  

＜量の見込み及び確保数＞  

月間利用者数  令和７年  令和８年  令和９年  令和 10 年  令和 11 年  

量の見込み（人） １０  １０  １０  １０  １０  

確保数（人）  １０  １０  １０  １０  １０  

②乳幼児健康診査                担当：健康福祉係  

＜事業の概要＞  

子どもの発育や発達を節目の年齢で確認し、発育状況、疾病・障がい等の早

期発見、保護者の育児不安等を軽減するため、乳幼児期に総合的な健診を実施

します。  
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 ③産後ケア事業                  担当：健康福祉係  

＜事業の概要＞  

 出産後１年以内の母子に対して、心身のケアや育児のサポート等を医療機関

や助産所等で行い、産後も安心して子育てができるよう支援します。  

＜量の見込み及び確保数＞  

登録児童数  令和７年  令和８年  令和９年  令和 10 年  令和 11 年  

量の見込み（人） ２  ２  ２  ２  ２  

確保数（人）  ２  ２  ２  ２  ２  

 

④妊婦等包括相談支援事業（旧 :伴走型相談支援事業）担当：健康福祉係  

＜事業の内容＞  

 妊娠期から出産・子育てまで一貫して子育て家庭に寄り添い、ニーズに即し  

た必要な支援へつなぎます。経済的支援としての妊婦のための支援給付事業  

（旧 :出産・子育て応援ギフト給付事業）と一体的に実施しています。  

 

⑤ファミリーサポートセンター事業         担当：子育て支援係  

＜事業の概要＞  

 地域において、子育ての手助けが欲しい人（依頼会員）と、子育てのお手伝

いをしたい人（提供会員）からなる会員組織を設立して実施する相互援助活動

です。  

これまで村には会員組織がないため事業を実施していませんでしたが、ニー

ズ調査や保護者の声、また核家族の増加などの影響から、休日や夜間の子の預

かりや保護者が疾病状況にある場合の子の送迎など、頼る場所がなく困るとい

う家庭が増えると予想されます。今後地域で子育てを支えるという観点から

も、早急に体制を整える必要があるとともに、支援する側の育成などを進め、

安心して子を預けられる場所の整備に努める必要があります。  

計画策定の令和７年２月時点では事業を開始していませんが、今後早期に開

始するよう努めることとし、量の見込み及び確保数を計画します。  

＜量の見込み及び確保数＞  

延べ利用人数  令和７年  令和８年  令和９年  令和 10 年  令和 11 年  

量の見込み（人） ３  ３  ３  ３  ３  

確保数（人）  ３  ３  ３  ３  ３  

確保数（施設数） １  １  １  １  １  
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⑥放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）  担当：子育て支援係  

＜事業の概要＞  

 小学校の空き教室を利用して保護者が就労等により昼間家庭にいない小学

生を対象に、遊びの場及び生活の場を提供して児童の健全育成を行う事業で

す。  

村では、年々登録児童が増えていますが、常時４人のスタッフを配置し安全に

楽しく放課後の時間を過ごすことができるよう運営に努めています。  

＜量の見込み及び確保数＞  

登録児童数  令和７年  令和８年  令和９年  令和 10 年  令和 11 年  

量の見込み（人） ６３  ６０  ５６  ４８  ４２  

確保数（人）  ６３  ６０  ５６  ４８  ４２  

 

（３）社会的支援を必要とする子どもと家庭への支援の充実  

①こども家庭センターの推進      担当：健康福祉係・子育て支援係  

 本村では、令和３年３月２６日に子育て世代包括支援センターを、令和３  

年 11 月 11 日に子ども家庭総合支援拠点を設置し、妊娠期から子育て期にわ

たる切れ目ない支援のため、担当係間の連携を図りながら、子どもとその家庭

へのサポートに取り組んできました。  

 今後は、両機関が一体となった子ども家庭センターを設置し、母子保健（民

生課健康福祉係）と児童福祉（教育委員会子育て支援係）が更に連携・協働し

て、保健師や家庭児童相談員等が専門的見地からの相談支援等を継続実施する

とともに、全ての妊産婦、子育て家庭、子どもを対象に当事者に寄り添ったよ

りきめ細かで包括的に支援する体制を整えます。  

 

②児童虐待防止策の充実  

 こども家庭センターと要保護児童対策地域協議会において、支援が必要な児

童・家庭に対し、関係機関が連携した対応ができるよう情報共有を行い、迅速

な支援を行います。  

 また、出産前に、出産後の養育における支援が特に必要と認められる妊婦を

把握し、関係機関との情報共有や支援内容の検討を行い適切な支援につなげま

す。  
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③家庭児童相談員・スクールソーシャルワーカーの活用  

 様々な相談内容や緊急を要する相談に対応するため、本村では、独自に家庭

児童相談員を配置しています。また、スクールソーシャルワーカーを活用し、

個々の相談や登校支援、関係機関との連携について助言を行います。また児童

生徒や保護者の状況に応じて子育て世代包括支援センターにつなげるなど、適

切な支援を早い段階から行います。  

 

④障がい児等への特別な支援・配慮 

  障がい児及びその家族など特別な支援が必要な者には、障がい児の障がい種

別や年齢別等のニーズに応じて、身近な場所で障がい福祉サービスを提供でき

るように、地域における支援体制の整備を進めます。障がい児の早期発見、支

援及び健全な育成の推進を図り、就学時、卒業時等において支援が円滑に引き

継がれるよう関係機関との緊密な連携体制の確保に努めます。  

保育園においては、支援が必要な子どもへ１対１の関わりが可能となる加配

保育士等を配置するなど、きめ細やかな支援を継続していきます。  

小・中学生に対する施策としては、前述のとおり家庭児童相談員やスクール

ソーシャルワーカーを活用した相談体制を継続するほか、設置を予定する子ど

も家庭センターにおいて、支援を必要とする学齢期児童とその保護者へ、様々

な事情に対応した取り組みを継続、また新規検討を行っていきます。  

 

⑤ひとり親家庭への自立支援の推進 

 ひとり親家庭は、生計の担い手と子育てという２つの役割を１人で担うこと

となるため、経済的な面や養育・生活の面でも、不安定な状況に置かれること

が多くなります。また、親との離別・死別は子どもの精神面にも大きな影響を

与えるといわれています。子育て家庭が子育てをしながら安心して生活し、働

くことができ、子どもたちが健やかに成長できるよう、就業や生活全般、各種

制度の利用又は園・学校生活の悩みなどに関する相談に幅広く応じるととも

に、ニーズに応じて県福祉事務所や関係機関へつなぎ、生活支援の充実を図り

ます。  

 

⑥子どもの貧困対策  

  貧困の状況にある家庭では、様々な要因により子どもが希望や意欲を削がれ  

やすいといわれています。経済的理由によって就学が困難になる等、子ども  

の成長過程に大きな影響を与えることも少なくないといえます。親世代から子  

世代へ貧困の連鎖を防止することも重要であり、地域や社会全体で課題を解決  

するという意識を持ち、子どものことを第一に考えた適切な支援を推進してい  
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くことが大切です。村では、各関係機関で状況の把握に努めるとともに、要保  

護及び準用保護児童・生徒就学援助費を支給し、学用品購入費の一部や学校給  

食費の援助を行います。また、小・中学校入学祝い金や高校生就学費等補助金  

など、子どもの成長の節目に支えとなる経済的支援を行います。  

 

 ⑦家庭への支援  

  家事・育児等に対して不安やストレスを抱える保護者、疾病・疲労その他の

身体的又は精神的状況により養育が困難な状況になるなど、家庭が抱える不安

や悩みは様々です。次の各事業は、現在村では実施がありませんが、今ある課

題や今後のニーズの変化など状況に応じ、実施の検討をしていくことが必要で

す。  

 

  ア .子育て世帯訪問支援事業  

  ＜事業の概要＞  

   家事・育児等に対して不安や負担を抱える子育て家庭、妊産婦、ヤングケ

アラー等がいる家庭の居宅を、訪問支援員が訪問し、家庭が抱える不安や悩

みを傾聴するとともに、家事・育児等の支援を実施することにより、家庭や

養育環境を整え、虐待リスク等の高まりを未然に防ぐことを目的とする事業

です。  

  イ .養育支援訪問事業  

  ＜事業の概要＞  

   育児ストレス、産後うつ病、育児ノイローゼ等の問題によって、子育てに

対して不安や孤立感等を抱える家庭や虐待の恐れ又はそのリスクを抱える

家庭、様々な原因で養育支援が必要となっている家庭に対して、子育て経験

者等による育児・家事の援助又は保健師等による具体的な養育に関する指導

助言等を訪問により実施することにより、安定した養育に繋がるよう支援を

する事業です。  

  ウ .親子関係形成支援事業  

＜事業の概要＞  

子どもとのかかわり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者及びそ  

の子どもに対し、講義やグループワーク、ロールプレイ等を通じて、子ども  

の心身の発達の状況等に応じた情報の提供、相談及び助言を実施することに  

より、親子間における適切な関係性の構築を図ることを目的とした事業です。 

  エ .地域子育て相談機関  

  ＜事業の概要＞  

   相談の敷居が低く、物理的にも近距離にある相談機関を整備し、子育て世  
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帯との接点を増やすことにより、子育て世帯の不安解消や状況把握の機会を  

増加することを目的としています。行政機関であるこども家庭センターには  

直接相談しにくいと感じる家庭もあることから、身近な相談機関が、こども  

家庭センターを補完するという目的を持っており、両者が連携することが必  

須の事業です。現在、村では子育て支援室が地域子育て支援拠点として利用  

者支援事業も実施していることから、一部同様の役割を担っていると言えま  

すが、保育園に併設しており、利用は未就園児に限られるため、全ての子育  

て世帯が利用しやすい相談機関という位置づけではありません。  

   

   

３．地域全体で子育てを支援する社会づくり          

（１）子育て家庭を支援するための拠点づくり  

①地域子育て支援拠点事業（子育て支援室）   担当：子育て支援係  

＜事業の概要＞  

子ども同士の遊びの場、親同士の交流の場、子育てに関する情報交換ができ

る憩いの場、子育てに関する相談の場として子育て支援室（おひさま広場）を

毎日開放しています。週に一度、子育てやあそびに関する指導・助言や情報の

提供などを行うおひさま教室を開催しています。  

子育て支援コーディネーターを中心に関係機関による支援体制の連携を図

りつつ、子育て支援室を拠点に地域で子育てを支える体制（地域の人材を活用

しながら地域の人にも子育てに関わってもらえる体制）づくりを進めます。  

＜量の見込み及び確保数＞  

年間利用組数  令和７年  令和８年  令和９年  令和 10 年  令和 11 年  

量の見込み（組）  ４００  ４００  ４００  ４００  ４００  

確保数（組） ４００  ４００  ４００  ４００  ４００  

確保数（施設） １  １  １  １  １  

 

 ②利用者支援事業（子育て支援室）        担当：子育て支援係  

  子どもや保護者の身近な場所で、教育・保育施設や支援事業等の情報提供、

相談・助言を行うとともに関係機関との連絡調整等を実施する事業です。  

  子育て世代包括支援センターの設置に伴い、より幅広く、切れ目のない子育

て家庭への支援を行うことを目的に、令和３年４月より、子育て支援室におい

て事業を開始しました。主に子育て支援コーディネーターが、これまで同様、

相談・助言を行い、家庭のニーズや必要に応じて保健師やその他の関係機関と

連絡調整を行います。  
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＜量の見込み及び確保数＞  

年間利用組数  令和７年  令和８年  令和９年  令和 10 年  令和 11 年  

量の見込み（か所） １  １  １  １  １  

確保数（か所） １  １  １  １  １  

（２）子どもの安心・安全の確保      

  子どもが犯罪等に巻き込まれないよう地域で子どもの安全を見守る体制と

して、現在ある、学校運営協議会を中心に地域の人たちと連携した木島平村子

ども安全見守り隊や防犯パトロール、また子どもを守る安心の家等、日常的な

見守りを強化していきます。加えて、災害時に子どもたちが自らの安全を確保

するための行動ができるよう、保・小・中及び放課後児童クラブにおいて、交

通安全教室や防災教育を推進していきます。  

  また、通学路の危険個所の点検を行い、安全対策に取り組みます。  

 

（３）多世代交流の推進  

  子育て世帯が安心して生み育てられる環境づくりには、地域の理解・協力が

不可欠です。村では、子ども自身の成長に関わる体験会や保護者への子育てに

関する講座や情報発信のほか、地域と子育て家庭をつなぐ機会を積極的につく

り、子育てへの理解・関心を促進するとともに、子どもや保護者も地域に親し

み相互の関係向上を図ることを目的とした「家庭・地域子育てひろば事業」を

行います。子育てに関する様々な分野について実習・体験・学習・講演を定期

的に行い、世代間の交流を通しての学びや孤立感の軽減を図ります。  
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第５章 計画の推進体制 

 

  子育てを地域で支援していくためには、行政のみならず、子育てに関わる関係

団体や関係機関を含めて社会全体が連携することが必要です。  

本計画の推進にあたっては、保育園、小学校をはじめ、関係団体や関係機関な

どとの連携を深め、情報の共有を図りながら、事業の推進・調整を行なうととも

に、家庭・地域・学校・企業・行政それぞれが、子育てや子どもの健全育成に対

する責任や役割を認識し、互いに協力しながら、子育て支援に関わる様々な施策

を計画的且つ総合的に取り組んでいきます。  

  計画に基づく施策・事業の進捗状況については、毎年度点検、評価を行い、改

善を図るとともに、着実な推進に努めます。  


